
鳥取県地域自立支援協議会運営要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県地域自立支援協議会（以下「協議会」という。）に関し必要な事項を定め

るものである。 

 

（協議する事項） 

第２条 協議会は、鳥取県附属機関条例（平成 25年鳥取県条例第 53号）別表第１で定める事項を協議

するものとし、その具体的な内容は次の各号に掲げる事項とする。 

（１）障がい者及び障がい児が自立した日常生活及び社会生活を営むために必要な支援体制の構築に関

する事項 

（２）圏域において生じている県全域又は広域にわたる課題に関する事項 

（３）地域の社会資源の実情把握及び情報の共有並びに県全域にわたる社会資源の開発及び改善に関す

る事項 

（４）圏域ごとの相談支援体制の状況の評価及びアドバイザーの活用等に関する事項 

（５）相談支援従事者等の研修のあり方に関する事項 

（６）障害福祉計画及び障害児福祉計画の推進及び進行管理に関する事項 

（７）その他前各号に掲げる事項に関連する事項 

 

（組織） 

第３条 協議会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。 

（１） 学識経験者 

（２） 保健・医療関係者 

（３） 教育・雇用関係機関に属する者 

（４） 障がい者又はその家族 

（５） 相談支援事業者 

（６） 圏域の地域自立支援協議会の関係者 

（７） 関係行政機関の職員 

３ 前条に定める協議する事項に関して、調査、研究等を行うため、委員の半数以上が必要があると認 

 める場合は、専門部会を設置することができる。 

 

（委員） 

第４条 委員は、その協議する事項に関し知識又は経験を有する者のうちから、知事が任命する。 

２ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

 

（座長） 

第５条 協議会に座長、副座長をそれぞれ１名置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 座長は会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故あるときは、又は座長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、座長（座長が定まる前にあっては協議会の庶務を行う所属の長）が招集し、

座長がその議長となる。 

２ 協議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に出席を求め、その意見又は説明を聞くこと

ができる。 

３ 第３条第３項の規定による専門部会に関して、必要があると認めるときは、委員以外の者であって、

専門性を要する事項に関して意見を述べることができる者を、オブザーバーとして招聘することがで

きる。 



 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、鳥取県福祉保健部ささえあい福祉局障がい福祉課において行う。 

 

附 則 

この要綱は、平成２５年１０月１１日から適用する。 

 

この要綱は、平成２９年１１月２０日から適用する。 

 

この要綱は、平成３０年４月１１日から適用する。 


